
様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

○R元（H31）年度：

○H30年度：
主な財源 実施方法

H30年度 R元（H31）年度 平成30年度活動内容と令和元年度（平成31年度）の活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

予算事業名

県単等 直接実施 ― ― ― ―

主な財源 実施方法
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元（H31）年度 平成30年度活動内容と令和元年度（平成31年度）の活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源 ○H30年度：　有識者及び観光関連団体等で構成する検討委
員会を運営し、県が導入することが適当な法定外目的税につ
いて提言を取りまとめた。

2,539 6,400 県単等 ○R元（H31）年度：　観光関連事業者、観光客、県民による理
解を促進するため、圏域別説明会及びシンポジウムを開催す
る。

 担当部課【連絡先】 文化観光スポーツ部観光政策課、総務部税務課 【098-866-2763】

２　取組の状況（Do）

予算事業名 観光振興財源確保検討事業

実施主体 県

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

　観光目的税の導入に向け観光事業者、観光客、県民等の関係者による理解を深める
ため、先進導入事例を調査するとともに、シンポジウムや説明会を開催する。

H29 H30 R元（H31） R2（H32） R3（H33）

主な取組 観光振興を目的とした法定外目的税の導入 実施計画記載頁 186

対応する
主な課題

①観光リゾート産業のさらなる振興に向けては、沖縄の重要な観光資源である自然環境や「沖縄らしい」風景・景観の保全・再生を図りつつ、文化、スポーツ、
医療サービス等を観光資源として利活用し、沖縄観光の魅力の再構築を図るなど、世界水準の観光リゾート地としてのブランドイメージを高めることが重要な課
題である。

「主な取組」検証票

施策展開 3-(2)-ア 国際的な沖縄観光ブランドの確立
施 策 ②　沖縄独自の観光プログラムの創出

施策の小項目名 ○観光振興を目的とした新税導入

条例制定、総務大臣協議、システ

ム改修、関係者周知

検討委員会の

運営

法定外目的税の

導入･施行



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

平成30年度の取組改善案 反映状況

― ―

　 平成30年９月から平成31年３月にかけ、検討
委員会を３回、分科会を３回開催し、観光目的税
の導入の必要性や目的、税収の管理運用方法、
使途の考え方等について、検討を重ね最終報告
を取りまとめた。
   開催を通じ観光関連団体の観光目的税導入に
係るコンセンサスが形成されるとともに、県にお
ける導入に当たっての制度設計及び留意事項等
に関する提言が得られた。

活動指標名 H30年度

実績値

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

活動指標名 H30年度

実績値

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 実績値(A) 計画値(B)

H29年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

活動指標名 検討委員会の運営 H30年度 H30年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H26年度
　世界に誇れる観光リゾート地としての発展及び
県民生活と調和した持続的な観光振興を図る施
策に要する費用に充てる法定外目的税の導入に
ついて検討するため、 有識者及び観光関連団体
等で構成する「観光目的税制度の導入施行に関
する検討委員会」を開催し、県に対する意見（最
終報告）を取りまとめた。

― ― ― ― 実施 ― 100.0%

2,539 順調

H27年度 H28年度



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・説明会を開催するにあたり、圏域を離島ごとに区分するなど、多くの宿泊事業者等が参加できるようにする。
・観光客や県民の理解を促進するために、税収がどのように使われ、沖縄観光の魅力・満足度向上にどう結びついていくのかを具体的に分かりやすく説明する。

○内部要因 ○外部環境の変化

・導入に向け関係事業者、観光客、県民の理解促進及び機運醸成を図る必要がある。
・2019年10月には消費税が８％から10％に増税の予定となっていることから、観光業界
への影響を注視する必要がある。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・特別徴収義務者となることが想定される宿泊事業者については、関連団体の代表だけでなく、より多くの事業者に対する丁寧な説明を行う必要がある。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部要因の変化）


